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25年度 26年度 27年度 890 890

1 総
火災予防に係
る普及啓発事
務

市民の防火意識
の高揚を図ると
ともに、効果的
な防火対策につ
いて情報発信す
る。

市民

定
例
定
型

行事、放火防止
広報の実施回数

行事2回・広報
17回

行事2回・広報
17回

行事2回・広報
17回

395

業
務
計
画

効果的な
事務が進
められ
た。

Ａ
市民に火災予防の重要性
について広報や行事によ
り周知を行っており成果
が出ている。

1
火災予防に係
る普及啓発事
務

防火ポスター・
作文コンクール
の実施

作品応募者数 450作品 334作品 81

業
務
計
画

1
火災予防に係
る普及啓発事
務

文化財・防火
デー防火運動の
実施

実施回数 年１回 1回

業
務
計
画

1
火災予防に係
る普及啓発事
務

イベント参加や
広報紙等による
火災予防普及啓
発活動

広報活動実施
回数

年17回 17回 314

業
務
計
画

1
火災予防に係
る普及啓発事
務

放火火災の発生
状況に応じた対
策の決定、パト
ロールの実施

実態に応じて
適切に実施し
た割合
（実施回数）

100％
100％
109回

業
務
計
画

1
火災予防に係
る普及啓発事
務

火災予防に関す
る防火講話等の
実施

出張研修実施
回数

年10回 8回

業
務
計
画

2 総
火災予防運動
事業

火災予防思想の
一層の普及を図
り、火災の発生
を防止と火災に
よる犠牲者の発
生をなくす。

市民・
事業所
関係者

定
例
定
型

火災予防運動協
力事業所等個所
数

300か所 300か所 300か所 86

業
務
計
画

適切に事
務が進め
られた。

Ａ
市民事業所に対して適切
に火災予防啓発を行って
おり、成果が出ている。

2
火災予防運動
事業

火災予防運動の
実施

火災予防運動
協賛事業所数

300か所 340か所 86

業
務
計
画

3 総
住宅防火安全
対策事業

住宅火災の発生
を抑制するとと
もに、住宅火災
による被害の軽
減を図る。

市民

定
例
定
型

住宅用火災警報
器の設置率

県平均設置率
を上回る

県平均設置率
を上回る

県平均設置率
を上回る

69

業
務
計
画

適切に事
務が進め
られた。

Ａ
住宅用火災警報器の設置
率（78.0％）は、県平均
設置率（68.4％）を上回
り成果が出ている。

課かい名

施策目標

予防課

火災発生と火災危険を減らす

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動
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1 総
火災予防に係
る普及啓発事
務

1
火災予防に係
る普及啓発事
務

1
火災予防に係
る普及啓発事
務

1
火災予防に係
る普及啓発事
務

1
火災予防に係
る普及啓発事
務

1
火災予防に係
る普及啓発事
務

2 総
火災予防運動
事業

2
火災予防運動
事業

3 総
住宅防火安全
対策事業

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

955 955

1.04 419

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

防火ポスター・
作文コンクール
の実施

作品応募者数 約450作品 93

業
務
計
画

なし
維
持

文化財・防火
デー防火運動の
実施

実施回数 年1回

業
務
計
画

予
算
な
し

イベント参加や
広報紙等による
火災予防普及啓
発活動

広報活動実施
回数

年17回 326

業
務
計
画

なし
維
持

放火火災の発生
状況に応じた対
策の決定、パト
ロールの実施

実態に応じて
適切に実施し
た割合

100％

業
務
計
画

予
算
な
し

火災予防に関す
る防火講話等の
実施

出張研修実施
回数

年10回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.64 76

業
務
計
画

なし 不可 未 中 高 中 現状維持
維
持

火災予防運動の
実施

火災予防運動
協力事業所数

約300事業
所

76

業
務
計
画

なし
維
持

0.77 72

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

25

住宅防火訪問を
行い高齢者に分
かりやすい住宅
用火災警報器の
普及啓発活動を
実施する。

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

予防課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性
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25年度 26年度 27年度 890 890

課かい名

施策目標

予防課

火災発生と火災危険を減らす

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

3
住宅防火安全
対策事業

高齢者等を対象
とした住宅防火
対策の実施

住宅防火広報
冊子等の配布
数

4,000部 4,000部 48

業
務
計
画

3
住宅防火安全
対策事業

住宅防火訪問の
実施

住宅防火指導
実施回数

300世帯 300世帯 21

業
務
計
画

3
住宅防火安全
対策事業

住宅用火災警報
器の維持管理推
進、未設置世帯
の普及啓発

啓発キャン
ペーン等の広
報回数

年15回 15回

業
務
計
画

4 総

火災予防の研
究及び技術支
援に関する事
務

火災事案を調
査・分析し、類
似する災害の未
然防止を図る。

市民・
事業所
関係者

定
例
定
型

会議・研修の回
数

12回 12回 12回

適切に事
務が進め
られた。

Ａ
火災予防に関する事例研
究、情報収集を行ってお
り、成果が出ている。

4

火災予防の研
究及び技術支
援に関する事
務

火災予防の調
査・研究及び違
反処理等の指導

会議・研修の
回数

12回 12回

4

火災予防の研
究及び技術支
援に関する事
務

建物調査及び消
防用設備等の取
り扱い指導

中高層等竣工
建築物の調査
回数

30回 26回

4

火災予防の研
究及び技術支
援に関する事
務

湘南地区協議会
予防部会及び予
防担当者による
研修

実施回数 年15回 15回

5 総

消防用設備等
の設置及び維
持に関する事
務

消防用設備等の
審査等を適切に
指導すること
で、火災が発生
した時の被害の
低減を図る。

建築物
関係者

定
例
定
型

消防法令に適合
した適切な審査
等の実施割合

100％ 100％ 100％ 39

業
務
計
画

適切に事
務が進め
られた。

Ａ 審査を適切に行っており
成果が出ている。

5

消防用設備等
の設置及び維
持に関する事
務

申請に伴う事前
相談、受付及び
審査

法令等の適合
の割合
（審査件数）

100％
1,200件

100％
1,102件

39

業
務
計
画
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

3
住宅防火安全
対策事業

3
住宅防火安全
対策事業

3
住宅防火安全
対策事業

4 総

火災予防の研
究及び技術支
援に関する事
務

4

火災予防の研
究及び技術支
援に関する事
務

4

火災予防の研
究及び技術支
援に関する事
務

4

火災予防の研
究及び技術支
援に関する事
務

5 総

消防用設備等
の設置及び維
持に関する事
務

5

消防用設備等
の設置及び維
持に関する事
務

955 955

予防課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

高齢者等を対象
とした住宅防火
対策の実施

住宅防火広報
冊子等の配布
数

100％
4,000部

50

業
務
計
画

維
持

住宅防火訪問の
実施

住宅防火指導
実施回数

500世帯 22

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

その他

県平均設置率
を上回る。(平
成27年の設置
率は8月13日現
在公表されて
いません。)

住宅用火災警
報器の設置率
（平成27年の
設置率
80.8％）

25

住宅防火訪問を
行い高齢者に分
かりやすい住宅
用火災警報器の
普及啓発活動を
実施する。

維
持

住宅用火災警報
器の維持管理推
進、未設置世帯
の普及啓発

啓発キャン
ペーン等の広
報回数

年15回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.58 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

火災予防の調
査・検証及び違
反処理等の指導

会議・研修の
回数

12回

予
算
な
し

建物調査及び消
防用設備等の取
り扱い指導

中高層等竣工
建築物の調査
回数

30回

予
算
な
し

湘南地区協議会
予防部会及び予
防担当者による
研修

実施回数 年15回

予
算
な
し

2.08 41

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

申請に伴う事前
相談、受付及び
審査

法令等の適合
の割合
（審査件数）

100％
1,100件

41

業
務
計
画

なし
維
持
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25年度 26年度 27年度 890 890

課かい名

施策目標

予防課

火災発生と火災危険を減らす

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

5

消防用設備等
の設置及び維
持に関する事
務

法令基準等の適
合性を図るため
の事前相談及び
届出の受付事務

法令等の適合
割合（審査件
数）及び指導
基準書の素案
作成

100％
360件

100％
363件

業
務
計
画

5

消防用設備等
の設置及び維
持に関する事
務

消防用設備等の
的確な維持管理
指導

届出件数 1,800件 1,711件

5

消防用設備等
の設置及び維
持に関する事
務

消防用設備等の
的確な維持管理
指導

法令に適合し
た適切な指導
割合

100％ 100％

6 総
火災予防条例
に関する事務

条例に基づく防
火基準の遵守を
指導し、火災予
防を推進する。

市民・
事業所
関係者

定
例
定
型

条例に適合した
事前相談及び届
出の審査の実施
割合

100％ 100％ 100％

適切に事
務が進め
られた。

Ａ 審査を適切に行っており
成果が出ている。

6
火災予防条例
に関する事務

火災予防条例に
基づく事前相談
及び届出の受付
事務

事前相談及び
審査の実施割
合
（審査件数）

100％
160件

100％
363件

7 総

防火対象物の
不備欠陥事項
の改善指導事
務

防火対象物が消
防法令に適合し
たものとなるよ
う不備欠陥事項
の改善に努め
る。

防火対
象物の
関係者

定
例
定
型

立入検査実施件
数

45件 45件 45件

業
務
計
画

適切に事
務が進め
られた。

Ａ

効果的な実施計画の策定
及び関係部局との連携の
強化を実施したため、福
祉施設等への火災対策の
指導の徹底が図れた。

7

防火対象物の
不備欠陥事項
の改善指導事
務

立入検査実施計
画の策定及び実
施

立入検査実施
件数

45件 52件

業
務
計
画

7

防火対象物の
不備欠陥事項
の改善指導事
務

立入検査結果等
に基づく改善指
導及び命令等

改善指導を
行った防火対
象物の改善率

80％ 100％

業
務
計
画
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

5

消防用設備等
の設置及び維
持に関する事
務

5

消防用設備等
の設置及び維
持に関する事
務

5

消防用設備等
の設置及び維
持に関する事
務

6 総
火災予防条例
に関する事務

6
火災予防条例
に関する事務

7 総

防火対象物の
不備欠陥事項
の改善指導事
務

7

防火対象物の
不備欠陥事項
の改善指導事
務

7

防火対象物の
不備欠陥事項
の改善指導事
務

955 955

予防課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

法令基準等の適
合性を図るため
の事前相談及び
届出の受付事務

法令等の適合
割合（審査件
数）及び指導
基準書の作成

100％
360件

業
務
計
画

予
算
な
し

消防用設備等に
関する届出の事
前相談、受付

届出件数 1,500件

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

⑥市役所の変
革

26年度
防火対象物の
実態把握を図
る時期

26

事前相談、各種
届出書の内容を
効果的に防火対
象物台帳へ反映
させ実態把握を
しやすくする。

予
算
な
し

消防用設備等の
設置に伴う指
導、審査及び点
検報告の審査、
指導

適切に事務執
行した割合

100％

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

⑥市役所の変
革

26年度
効果的な研修
等の実施時期 26

法令改正に伴う
研修の実施及び
難題な事例発生
時の検証

予
算
な
し

0.67 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

火災予防条例に
基づく事前相談
及び届出の受付
事務

事前相談及び
審査の実施割
合
（審査件数）

100％
400件

予
算
な
し

0.55

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

立入検査実施計
画の策定及び実
施

立入検査実施
件数

45件

業
務
計
画

予
算
な
し

立入検査結果等
に基づく改善指
導及び命令等

指導を行った
防火対象物の
改善率

100％

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 890 890

課かい名

施策目標

予防課

火災発生と火災危険を減らす

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

8 総
事業所等の防
火管理に関す
る事務

事業所等に防火
管理制度の啓発
を行うとともに
消防訓練の指導
及び防火防災講
習会を実施し、
当該建物にいる
人の安全を図
る。

市民

定
例
定
型

届出件数(消防計
画等）

640件 640件 640件 131

業
務
計
画

おおむね
適切に事
務が進め
られた。

Ａ

訓練資器材の貸出及び講
習会の実施により訓練実
施報告数は増加してお
り、事業所等の防火管理
に対する意識の向上が図
られている。

8
事業所等の防
火管理に関す
る事務

防火管理者の選
任及び消防計画
の作成指導

届出件数 640件 625件

業
務
計
画

8
事業所等の防
火管理に関す
る事務

防火管理者の選
任及び消防計画
の作成指導

法令に適合し
た適切な指導
割合

100％ 100％

業
務
計
画

8
事業所等の防
火管理に関す
る事務

消防訓練及び防
火管理に関する
講習会の実施

訓練実施報告
件数
講習会実施回
数

470件
年1回

503件
1回

業
務
計
画

8
事業所等の防
火管理に関す
る事務

訓練資器材の貸
出及び整備

貸出件数 300件 321件 131

業
務
計
画

9 総
防火・防災管
理講習に関す
る事務

防火・防災管理
者を養成し、防
火管理体制の充
実を図る。

市内建
築物関
係者

定
例
定
型

講習会実施回数 4回 4回 4回

適切に事
務が進め
られた。

Ａ
事務を適切に行い防火管
理講習会を実施したこと
で成果が出ている。

9
防火・防災管
理講習に関す
る事務

講習会及び再講
習会の実施

講習会の実施
回数

11回 11回

10 総
危険物の規制
に関する事務

公共の安全を確
保するため、危
険物規制に係る
法令等に適合し
ているか審査及
び検査を実施す
る。

危険物
施設等
関係者

定
例
定
型

消防法令に適合
した審査及び検
査の実施割合

100％ 100％ 100％ 40

適切に事
務が進め
られた。

Ａ
危険物施設等の関係者の
審査及び相談に誠実、適
正に応じたことで成果が
出ている。
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

8 総
事業所等の防
火管理に関す
る事務

8
事業所等の防
火管理に関す
る事務

8
事業所等の防
火管理に関す
る事務

8
事業所等の防
火管理に関す
る事務

8
事業所等の防
火管理に関す
る事務

9 総
防火・防災管
理講習に関す
る事務

9
防火・防災管
理講習に関す
る事務

10 総
危険物の規制
に関する事務

955 955

予防課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.61 156

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

防火管理者の選
任及び消防計画
の作成指導

届出件数 640件

業
務
計
画

予
算
な
し

防火管理者の選
任及び消防計画
の作成指導

法令に適合し
た適切な指導
割合

100％

業
務
計
画

予
算
な
し

消防訓練及び防
火管理に関する
講習会の実施

訓練実施報告
件数
講習会実施回
数

500件
年1回

業
務
計
画

予
算
な
し

訓練資器材の貸
出及び整備

貸出件数 300件 156

業
務
計
画

維
持

0.13 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

講習会及び再講
習会の実施

講習会の実施
回数

11回

予
算
な
し

0.62 46 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持
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25年度 26年度 27年度 890 890

課かい名

施策目標

予防課

火災発生と火災危険を減らす

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

10
危険物の規制
に関する事務

法令基準の適合
性の審査を図る
ための事前相談
及び申請受付事
務

消防法令に適
合した相談割
合
（受付件数）

100％
80件

100％
87件

10
危険物の規制
に関する事務

許認可申請等の
審査及び検査事
務

法令に適合し
た審査・検査
割合
（審査及び検
査件数）

100％
80件

100％
87件

40

10
危険物の規制
に関する事務

届出等の受付及
び確認する事務

法令に適合し
た受付・確認
割合
（受付及び検
査件数）

100％
230件

100％
279件

10
危険物の規制
に関する事務

危険物審査・検
査手数料の徴収

徴収率
（徴収件数）

100％
80件

100％
87件

10
危険物の規制
に関する事務

災害調査及び統
計事務

調査・集計、
定期報告回数

年5回 5回

10
危険物の規制
に関する事務

液化石油ガス貯
蔵施設等の許可
申請に関する意
見書の交付

消防法令に適
合した交付割
合
（交付件数）

100％
15件

100％
23件

11 総
少量危険物等
に関する事務

火災の発生防止
及び拡大防止を
図るため、条例
基準の適合要件
を確認すること
により、安全性
の確保を図る。

危険物
施設等
関係者

定
例
定
型

法令等の審査及
び検査実施割合

100％ 100％ 100％ 5

適切に事
務が進め
られた。

Ａ
危険物施設等の関係者の
相談及び届出に誠実、適
正に応じたことで成果が
出ている。

11
少量危険物等
に関する事務

危険物の貯蔵取
扱に係る事前相
談及び届出受付
事務

火災予防条例
に適合した相
談割合
（相談及び届
出件数）

100％
25件

100％
31件

5

11
少量危険物等
に関する事務

条例基準施設の
立入検査及び違
反是正指導

条例に適合し
た検査・是正
割合
（立入検査件
数）

100％
60件

100％
32件
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

10
危険物の規制
に関する事務

10
危険物の規制
に関する事務

10
危険物の規制
に関する事務

10
危険物の規制
に関する事務

10
危険物の規制
に関する事務

10
危険物の規制
に関する事務

11 総
少量危険物等
に関する事務

11
少量危険物等
に関する事務

11
少量危険物等
に関する事務

955 955

予防課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

法令基準の適合
性の審査を図る
ための事前相談
及び申請受付事
務

消防法令に適
合した相談割
合
（受付件数）

100％
80件

予
算
な
し

許認可申請等の
審査及び検査事
務

法令に適合し
た審査・検査
割合
（審査及び検
査件数）

100％
80件

46
維
持

届出等の受付及
び確認する事務

法令に適合し
た受付・確認
割合
（受付及び検
査件数）

100％
230件

予
算
な
し

危険物審査・検
査手数料の徴収

徴収率
（徴収件数）

100％
80件

予
算
な
し

災害調査及び統
計事務

調査・集計、
定期報告回数

年5回

予
算
な
し

液化石油ガス貯
蔵施設等の許可
申請に関する意
見書の交付

消防法令に適
合した交付割
合
（交付件数）

100％
15件

予
算
な
し

0.36 6 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

危険物の貯蔵取
扱に係る事前相
談及び届出受付
事務

火災予防条例
に適合した相
談割合
（相談及び届
出件数）

100％
25件

6
維
持

条例基準施設の
立入検査及び違
反是正指導

条例に適合し
た検査・是正
割合
（立入検査件
数）

100％
40件

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 890 890

課かい名

施策目標

予防課

火災発生と火災危険を減らす

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

12 総
危険物安全対
策推進事業

市民や各事業所
における危険物
の保安に対する
意識を啓発し、
危険物に起因す
る災害防止や被
害の軽減を図
る。

危険物
施設等
関係者

定
例
定
型

違反是正率 100％ 100％ 100％ 48

業
務
計
画

効果的な
事務が進
められ
た。

Ａ
手法の改善をを行ったと
ころ危険物施設への指導
の徹底が図れ成果が出て
いる。

12
危険物安全対
策推進事業

消防法令に適合
した適切な立入
検査及び違反是
正指導

法令に適合し
た検査・是正
割合
（立入検査件
数）

100％
90件

100％
80件

28

業
務
計
画

12
危険物安全対
策推進事業

危険物安全週間
の実施

実施回数 年１回 1回 20

業
務
計
画

12
危険物安全対
策推進事業

危険物取扱者免
状の書換・再交
付の案内

免状に関する
適切な対応割
合
（窓口開設日
数）

100％
244日

100％
244日

業
務
計
画

12
危険物安全対
策推進事業

危険物取扱者試
験及び危険物保
安講習会事務

広報実施回数 年6回 6回

業
務
計
画

13 総
危険物安全協
会支援事務

危険物安全協会
の講習会や研修
会を通じて、危
険物を取り扱う
事業所の自主保
安体制の確立を
図る。

市内在
住及び
在勤者

定
例
定
型

消防法令に適合
した適切な指導

割合
100％ 100％ 100％ 45

適切に事
務が進め
られた。

Ａ
危険物安全協会の講習会
や研修会を通じて、事業
所の自主保安体制の確立
を図れ成果が出ている。

13
危険物安全協
会支援事務

危険物取扱者の
育成指導

危険物試験の
受験指導回数

年5回 5回 45

14 総
幼年消防クラ
ブ推進事業

幼年期の子供た
ちに正しい防火
知識を養い、防
火意識を高め
る。

幼年消
防クラ
ブ関係
者

定
例
定
型

幼年消防クラブ
委員会事業の実
施

1,200人 1,200人 1,200人 32

効果的な
事務が進
められ
た。

Ａ
手法の改善を図ったとこ
ろ幼年期の防火意識を高
めることができ成果が出
ている。



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

12 総
危険物安全対
策推進事業

12
危険物安全対
策推進事業

12
危険物安全対
策推進事業

12
危険物安全対
策推進事業

12
危険物安全対
策推進事業

13 総
危険物安全協
会支援事務

13
危険物安全協
会支援事務

14 総
幼年消防クラ
ブ推進事業

955 955

予防課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.52 60

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

その他

市民や各事業
における危険
物の保安に対
する意識を啓
発し、危険物
に起因する災
害防止や被害
の軽減を図
る。

違反是正率
28以
降

危険物施設へ夜
間などに立入検
査を実施すると
ともに、講習な
どの機会に自主
保安体制につい
ての重要性を伝
える。

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

消防法令に適合
した適切な立入
検査及び違反是
正指導

法令に適合し
た検査・是正
割合
（立入検査件
数）

100％
90件

40

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

その他

市民や各事業
における危険
物の保安に対
する意識を啓
発し、危険物
に起因する災
害防止や被害
の軽減を図
る。

違反是正率
28以
降

危険物施設へ夜
間などに立入検
査を実施すると
ともに、講習な
どの機会に自主
保安体制につい
ての重要性を伝
える。

維
持

危険物安全週間
の実施

実施回数 年1回 20

業
務
計
画

維
持

危険物取扱者免
状の書換・再交
付の案内

免状に関する
適切な対応割
合
（窓口開設日
数）

100％
243日

業
務
計
画

予
算
な
し

危険物取扱者試
験及び危険物保
安講習会事務

広報実施回数 年6回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.29 45 なし 不可 未 中 中 中 現状維持
維
持

危険物取扱者の
育成指導

危険物試験の
受験指導回数

年5回 45
維
持

0.38 34 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 890 890

課かい名

施策目標

予防課

火災発生と火災危険を減らす

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

14
幼年消防クラ
ブ推進事業

幼年消防クラブ
委員会事業の実
施

幼年消防クラ
ブ委員会事業
参加者数

1,300人 1,400人 32

15 総
消防用設備等
の維持管理に
関する事務

消防用設備等の
適切な維持管理
で、火災などの
災害時に防火対
象物にいる人の
安全を確保しま
す。

防火対
象物の
関係者

定
例
定
型

届出件数（消防
用設備等の設置
届出等）

1，800件 1，800件 1，800件

適切に事
務が進め
られた。

Ａ

改正消防法令等への周知
について医療施設をはじ
めとした関係事業所等へ
事前説明を実施したため
的確な維持管理ができ
た。

15
消防用設備等
の維持管理に
関する事務

消防用設備等の
的確な維持管理
指導

届出件数 1,800件 1,711件

15
消防用設備等
の維持管理に
関する事務

消防用設備等の
的確な維持管理
指導

法令に適合し
た適切な指導
割合

100％ 100％

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地
震・津波等を伴
う諸現象による
同時多発的災害
が発生した場合
に、被害を軽減
し、応急対策活
動を課として迅
速的確に対処す
る。

全市民
等

定
例
定
型

消防計画の検証
と見直し及び被
害状況の確認と
応急対策

随時 随時 随時

888
災害応急対策
活動

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

26年4月
100％
１回

888
災害応急対策
活動

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

26年4月
100％
1回

888
災害応急対策
活動

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

2回 ２回



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

14
幼年消防クラ
ブ推進事業

15 総
消防用設備等
の維持管理に
関する事務

15
消防用設備等
の維持管理に
関する事務

15
消防用設備等
の維持管理に
関する事務

888 総
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

955 955

予防課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

幼年消防クラブ
委員会事業の実
施

幼年消防クラ
ブ委員会事業
参加者数

約1,400人 34 なし
維
持

事業№5消防用設
備等の設置及び
維持に関する事
務に統合する

終了

0.14 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

27年4月
27年10月

予
算
な
し

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

27年4月
27年10月

予
算
な
し

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

2回

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 890 890

課かい名

施策目標

予防課

火災発生と火災危険を減らす

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

888
災害応急対策
活動

統括調整部火災
防御・救出救助
対策班の応急対
策活動の習熟

統括調整部火
災防御・救出
救助対策班で
の訓練・研修
等の実施

2回 ２回

888
災害応急対策
活動

災害時協定締結
先との連携強化

災害時の対応
についての協
議

2回 ２回

888
災害応急対策
活動

関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議

2回 ２回

999 総 庁内共通事務
予防課
職員

定
例
定
型



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

999 総 庁内共通事務

955 955

予防課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

統括調整部火災
防御・救出救助
対策班の応急対
策活動の習熟

統括調整部火
災防御・救出
救助対策班で
の訓練・研修
等の実施

6回

予
算
な
し

災害時協定締結
先との連携強化

災害時の対応
についての協
議

2回

予
算
な
し

関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議

2回

予
算
な
し

0.27 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し


